
御宿町お試し暮らし滞在費補助金事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、御宿町お試し暮らし滞在費補助金事業について必要な事項を定める

ことにより、御宿町への移住を目的に町内で住居を探し、仕事を探し、又は暮らしを体

験する等の活動にかかる町内での滞在費の一部を補助し、もって本町への移住希望者及

び体験者の増加を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件を全て

満たす者とする。 

(１)御宿町以外に住所がある者 

(２)御宿町への移住を目的とする活動のために、町内に連続して２日以上宿泊する者 

(３)本事業に伴うオリエンテーションに参加できる者 

(４)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６

号に規定する暴力団員でない者 

（補助対象活動） 

第３条 補助の対象となる活動（以下「補助対象活動」という。）は、次に掲げるものと

する。 

(１)御宿町内で住居を探す活動 

(２)御宿町内で仕事を探す活動 

(３)移住活動の一つとして御宿町の文化や歴史、風土、気候を知るために宿泊する活動 

（滞在費の補助等） 

第４条 補助対象者が補助対象活動のために、町が指定する町内施設に宿泊した場合の補

助額は、１人当たり１泊の基本宿泊費の２分の１以内とし、３泊分を限度とする。ただ

し、１泊当たりの補助額は、１人2,000円（百円未満端数切捨て）を上限とする。 

２ 飲食費、布団シーツ代、交通費、その他施設に備えていない物品等については利用者

の負担とする。 

３ 補助金の交付は、１世帯当たり１回とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、御宿町お試し暮らし滞在費補助金交付申請

書（別記様式第１号）により町長が必要と認める書類を添えて申請しなければならない。 

（決定通知書の交付） 

第６条 町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、適当と認めたときは、

御宿町お試し暮らし滞在費補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により通知するも

のとする。 

 

 



（変更等の承認申請） 

第７条 交付決定を受けた者が、申請内容に変更等を行うときは、御宿町お試し暮らし滞

在費補助金交付（変更・中止）申請書（別記様式第３号）を町長に提出し、承認を受け

なければならない 

（実績報告書の提出） 

第８条 交付決定を受けた者は、助成対象活動が終了したときは、御宿町お試し暮らし滞

在費補助金実績報告書（別記様式第４号）を補助対象活動終了の翌日から起算して30日

以内かつ当該補助事業が属する年度の３月31日までに町長に提出しなければならない。 

(１) 支払を証する書類（領収書の写し） 

(２) アンケート調査 

（確定通知書の交付） 

第９条 町長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と

認めたときは、御宿町お試し暮らし滞在費補助金交付確定通知書（別記様式第５号）に

より通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第10条 前条の規定により通知を受けた者が補助金の交付を受けようとするときは、御宿

町お試し暮らし滞在費補助金交付請求書（別記様式第６号）を町長に提出するものとす

る。 

（補助の取消等） 

第11条 次の各号の一に該当するときは、補助金交付の指令を取消し若しくは変更し、又

は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

(１) この要綱に違反したとき。 

(２) 不正の行為があったとき。 

(３) 補助金交付の条件に違反したとき。 

２ 町長は、補助金の額を確定した場合において、既にその額を越える補助金等が交付さ

れているときは、その返還を命ずるものとする。 

３ 第１項のいずれかに該当した者は、通知を受けた日から14日以内に補助金を返還しな

ければならない。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２７年３月１８日から施行する。 

 

 

 

 

 



別記様式第１号（第５条関係） 

 

  



様式第２号（第６条関係） 

 

  



様式第３号（第７条関係） 

 

  



様式第４号（第８条関係） 

 

  



様式第５号（第９条関係） 

 

  



様式第６号（第10条関係） 

 

 

 

 


